
防災基本計画

予算額(補正後）

21年度

　新システムの運用開始後、大規模災害は未発生であるが、伊豆半島東方沖地震（平成21年12月18日震度５弱）の
際、内閣府より被害状況の情報収集依頼があり、本システムを使用して主要な電気通信事業者（約１０社）へ被害状況
の報告依頼を行ったほか、平時においても、大規模災害の発生を想定した情報収集の訓練等を行っている。
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　従来、総務省が自らネットワーク設備を保有していたものを、平成21年度において、民間企業の提供する商用サービ
スを利用する形態に移行したことにより、大幅な経費削減が図られたところであるが、今後も通信回線関連経費の圧縮
等に努める。

　過去の契約関係資料等を参考に検討を行い、仕様書の作成段階で必要経費が適正な水準となるよう配意するととも
に、請負先から定期的に報告を徴し、システム開発の進捗状況の把握に努めている。
　また、本システムは大規模災害の発生を想定したネットワークシステムではあるが、定期的に運用訓練（年４回実施）
を行うことにより、システムの維持が仕様書に沿って適正に行われていることを確認している。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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　総務省において構築した非常時情報伝達ネットワーク・システム（平成１８年から運用開始）により、大規模な災害等
が発生した場合に電気通信事業設備の被災状況を迅速に把握するとともに、災害救助機関等の重要通信の確保等を
円滑に行う。
　なお、経費削減のため、平成21年10月から、民間企業の提供する商用サービスを利用した新システムに移行したとこ
ろである。

　災害等の非常時においては、国が電気通信事業設備の被災状況等を迅速・適切に把握し、電気通信事業者に対し
必要な要請等を行うことが重要となることから、設備の被災状況等に関する情報の伝達を行うシステムを維持・運用
し、国と電気通信事業者との間及び電気通信事業者相互間における連携体制を確保する。

事業番号 0077

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１５年度

非常時における通信確保のための情報伝達
ネットワークの維持運用

総務省総合通信基盤局

一般会計

担当課室 電気通信技術システム課 課長　野崎　雅稔

上位政策 情報通信技術高度利活用推進費

関係する計
画、通知等

災害対策基本法第34条



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総務省

１７百万円

ネットワークの運用

【一般競争入札･随意契約】

Ａ．電気通信事業者等（９社）

１７百万円

ネットワークの維持等

ＮＴＴコミュニケーションズ（株） １６百万円

支出先 支出額

（株）テイクオフ ０．６百万円

０．１百万円

０．０７百万円

ＮＥＣビッグローブ（株）

０．０７百万円

（株）ＮＴＴドコモ

０．０５百万円ＫＤＤＩ（株）

０．０４百万円

イー･モバイル（株）

０．０１百万円

応札者数 : 1

東日本電信電話（株）

（株）秋山商会

（株）ミヤギ

０．０１百万円
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計 16
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費　目

サービス提供費 基本サービスの提供等 14

人件費 システム説明会実施、マニュアルカスタマイズ
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１ 施策の概要 

 非常時情報伝達ネットワーク・システム（平成１８年から運用開始）の維持・

運用を実施する。 

本システムは、防災基本計画 （災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作

成）に基づき、大規模な災害等が発生した場合に電気通信事業設備の被災状況

を迅速に把握するとともに、災害救助機関等の重要通信の確保等を円滑に行う

ためのものであり、予算は本システムの維持・運用費用に充てられる。 

 

２ イメージ図 

 
 

被災箇所

被災地

被災箇所

通信事業者Ａ 通信事業者Ｂ

総務省

他機関
他機関

関係機関

電気通信設備の被災状況の把握、応急復旧状況の把握

災害対策本部等
の関係機関との
情報交換

・電気通信設備の被災・復旧状況、通信の輻輳
状況等の情報収集

・国・被災自治体等からの災害関連情報
の提供

・被災地における他のインフラの被害状
況等の情報提供

災害等の非常時においては、国が電気通信事業設備の被災状況等を迅速・適切に

把握し、電気通信事業者に対し必要な要請等を行うことが重要となる。 

 このため、設備の被災状況等に関する情報の伝達を行うシステムを維持・運用し、

国と電気通信事業者との間及び電気通信事業者相互間における連携体制を確保す

る。 

非常時における通信確保のための 
情報伝達ネットワークの維持・運用 
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